








































































２ 　工藤章・田嶋信雄編『日独関係史 1890 － 1945（Ⅲ）体制変動の社会的衝撃』2008 年、第６章「工
作機械の技術移転史」参照。























４ 　四宮正親『日本の自動車産業――企業者活動と競争力：1918 ～ 70』1998 年、自動車工業会『日本自
動車工業史稿（１）』1965 年、同（２）1967 年、同（３）1969 年、他。
５ 　呂寅満「『自動車製造事業法』によって日本の自動車工業は確立されたのか？――自動車製造事業法
と戦時統制政策による自動車工業の再編成」（東京大学経済学会『経済学論集』第 69 巻 第２号〔2003
年７月〕）。
６ 　防衛庁防衛研究所『防衛研究所紀要』第３巻 第２号（2000 年 11 月）、および同第３巻 第３号（2001
年２月）。
７ 　横山久幸「日本陸軍の軍事技術戦略と軍備構想について――第一次世界大戦後を中心として」（２・完）






































ないと言うものであった。この信念はおそらく 1913 年から 16 年にわたる欧米留学時の見聞によるも
のが一つの大きな要因であったと推測される。最初の留学地はイギリスであったが、一次大戦は 1914
年から 1918 年で、奇しくも戦時下の自動車工場を観察したことになる」（鈴木孝「飛行機を量産した











を使う。期間をそろえるため、ヂーゼル自工も日産も 1937（昭和 12）年８月から 1941（昭









11　大蔵省昭和財政史編集室編『昭和財政史（第４巻）臨時軍事費』1955 年、248 ～ 254 頁。
12 　日野自動車『日野自動車技術史（テキスト編）』1997 年、121 ～ 122 頁（附録第２「東京瓦斯電気工業
株式会社貸借対照表及損益計算書」）、123 ～ 124 頁（附録第３「東京自動車工業株式会社貸借対照表及損
益計算書」）。
13 　小林英夫解説『社史で見る日本経済史 第 37 巻「トヨタ自動車 20 年史（下）」』2009 年、636 頁（Ⅰ「財
務」中の「５．営業の成績」）。































































ている。ディーゼル車の生産実績は 1938（昭和 13）年に概算推定で 100 台、1939（昭和 14）
年に 277 台、1940（昭和 15）年に 347 台、1941（昭和 16）年に概算推定 300 台、1942（昭和
17）年に概算推定 350 台、1943（昭和 18）年に概算推定 550 台となっている。こうした生産
能力の都合から「軍用の一般自動車については、前線車両にはディーゼルの６輪車が採用さ




21　大蔵省昭和財政史編集室編、前掲書、250 ～ 254 頁。
22 　牧幸輝「豊田利三郎と豊田業団――経営構想、企業家ネットワークと同族経営体制」文中（経営史
学会『経営史学』第 46 巻 第２号〔2011 年９月〕、68 頁）。






























23　いすゞ自動車『いすゞ自動車 50 年史』1988 年、61 頁。










25　以上、同書 324 ～ 325 頁。
26　以上、防衛庁防衛研修所戦史室『戦史叢書　海軍航空概史』1976 年、98 ～ 99 頁。








ていえば、アメリカ合衆国の各企業がトヨタから受注した金額は 1936（昭和 11）年 12 月に























































32　同書、430 頁。これらの概括については、同書 431 ～ 432 頁参照。旋盤等の発注点数が最も多い。
33　同書、434 ～ 441 頁。
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４割ほどを占める。次にフライス削り盤等が 15 パーセント、グラインダー他が 11 パーセン
トとなっている。こうしたアメリカ合衆国側での受注額は東京自工の対売上高比でみると、













34　日野自動車、前掲書、119 ～ 124 頁（附録第１～３）
35 　「即ち陸軍特殊車輛を製造していた大森製作所が陸軍の増加する需要を充足しきれなくなったので、
その拡張を目的として南多摩郡日野町に約 20 万坪の土地を購入したのである。時に昭和 13 年９月 20






















の興亡』2001 年、80 ～ 81 頁）。





から 1941（昭和 16）年５月までに、アメリカ合衆国の各企業が受注した金額合計は 2,820,597.21
ドルと集計される40。ただ最初の注文として記録に残されている 1935（昭和 10）年９月７日
発注の「ゲージ 10 個」（発注先は、Brown & Sharpe）は、翌年（1936 年）９月の発注の記
載違いではないかとも思われるし、印字不明確他の理由により金額に多少の異同が想定され
るのは既述のとおりである。アメリカ合衆国側の受注記録から読み取れるもののうち、特に




（昭和 11）年 12 月に、アメリカ合衆国側の受注額が最高となり以後はこれに及ばない。トヨ


























ものが約 40％をしめておりました」（小林英夫解説『社史で見る日本経済史 第 36 巻「トヨタ自動車




44 　三輪宗弘編集・解説、前掲書、360 ～ 402 頁。なお主要商社経由の発注概括については、同書 357 ～
359 頁参照。東京自工やトヨタと異なり、Miscellaneous Machinery と分類されている発注点数が最も
多い。次に旋盤等、３番目にグラインダーの発注点数が多い。
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46　宇田川勝・四宮正親編著、前掲書、111 ～ 112 頁（第４章「日産自動車の創業と企業活動」、「おわりに」）。
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瑞星など総計約 19,500 基に及び、これは中島、三菱のそれぞれ約 50,000 基に次いで第３位で川崎航空
機を凌ぐ記録である。アメリカには到底及ばずと言え、精一杯の健闘を物語るものである」（鈴木孝、
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